
１．平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 40円67銭 

３．配当状況 

※ 上記の予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって

予想数値と異なる場合があります。 

平成19年３月期 個別中間財務諸表の概要 
平成 18 年 11 月 10 日

会社名 リバーエレテック株式会社 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ  

コード番号 ６６６６ 本社所在都道府県 山梨県  

(URL http://www.river-ele.co.jp/)  

代表者 役職名 代表取締役社長  

  氏名 若尾富士男  

問い合わせ先 責任者役職名 取締役総務本部長  

  氏名 秋山正雄  ＴＥＬ  （0551） 22 － 1211 

決算取締役会開催日 平成18年11月10日 配当支払開始日 平成－年－月－日 

単元株制度採用の有無 有（１単元100株）     

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 4,061 (13.8) 238 (56.1) 229 (59.3)

17年９月中間期 3,567 (△2.5) 152 (△49.3) 144 (△52.8)

18年３月期 7,385  314  323  

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 129 (53.8) 17 30

17年９月中間期 84 (△52.5) 11 25

18年３月期 155  18 41

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 7,491,684株 17年9月中間期 7,492,652株 18年3月期 7,492,237株

②会計処理の方法の

 変更 
無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 9,139 6,690 73.2 893 08

17年９月中間期 9,002 6,602 73.3 881 25

18年３月期 8,783 6,705 76.3 892 71

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 7,491,684株 17年9月中間期 7,492,652株 18年3月期 7,491,684株

      ②期末自己株式数 18年9月中間期 968株 17年9月中間期 －株 18年3月期 968株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 

    百万円  百万円  百万円

通 期 8,242   615   304   

・現金配当  １株当たり配当金（円） 

  期末 年間

18年３月期 15.00 15.00

19年３月期（実績） － 
15.00

19年３月期（予想） 15.00 
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６．個別中間財務諸表等 
(1）中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）  
構成比
（％）

金額（千円）  
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金   890,906     1,120,867     853,899     

２．受取手形 ※３ 194,531     193,244     201,226     

３．売掛金   2,162,169     2,475,612     2,268,671     

４．たな卸資産   39,588     69,644     36,730     

５．繰延税金資産   31,825     44,528     37,511     

６．未収入金   465,730     74,928     285,363     

７．未収還付法人税等   －     －     23,306     

８．その他   37,802     62,349     27,433     

貸倒引当金   △2,800     △2,790     △2,680     

流動資産合計     3,819,755 42.4   4,038,385 44.2   3,731,460 42.5 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※２                   

（1）建物 ※１ 332,077     320,594     325,178     

（2）構築物   9,635     8,589     9,075     

（3）機械及び装置   2,980,169     3,450,138     3,435,281     

（4）土地 ※１ 41,269     40,429     41,269     

（5）建設仮勘定   951,788     309,513     314,638     

（6）その他   107,269     105,033     94,089     

有形固定資産合計   4,422,210   49.1 4,234,298   46.3 4,219,532   48.0 

２．無形固定資産                     

（1）ソフトウェア   5,289     16,765     14,353     

（2）電話加入権   4,690     4,690     4,690     

  無形固定資産合計   9,979   0.1 21,456   0.3 19,044   0.2 

３．投資その他の資産                     

（1）投資有価証券   162,739     199,283     219,952     

（2）関係会社株式   469,433     469,433     469,433     

（3）その他   110,825     174,443     118,863     

投資その他の資産合
計 

  742,999   8.3 843,160   9.2 808,250   9.2 

固定資産合計     5,175,189 57.5   5,098,914 55.8   5,046,828 57.4 

Ⅲ 繰延資産                     

１．新株発行費   7,862     2,620     5,241     

繰延資産合計     7,862 0.1   2,620 0.0   5,241 0.1 

資産合計     9,002,807 100.0   9,139,921 100.0   8,783,530 100.0 
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）  
構成比
（％）

金額（千円）  
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形   12,521     13,654     11,267     

２．買掛金   8,150     47,253     10,415     

３．１年以内に償還予
定の社債 

  20,000     20,000     20,000     

４．短期借入金 ※１ 400,000     300,000     300,000     

５．１年以内に返済予
定の長期借入金 

※１ 267,213     409,123     367,071     

６．未払法人税等   57,683     115,186     3,040     

７．賞与引当金   54,193     75,050     76,341     

８．役員賞与引当金   －     8,800     －     

９．設備関係支払手形   753,101     337,302     133,042     

10．その他   365,425     177,871     261,599     

流動負債合計     1,938,288 21.6   1,504,240 16.5   1,182,777 13.5 

Ⅱ 固定負債                     

１．社債   40,000     20,000     30,000     

２．長期借入金 ※１ 282,319     776,627     704,529     

３．繰延税金負債   25,376     19,990     41,521     

４．退職給付引当金   18,513     22,521     18,879     

５．役員退職慰労引当
金 

  95,400     105,900     100,300     

固定負債合計     461,608 5.1   945,038 10.3   895,229 10.2 

負債合計     2,399,897 26.7   2,449,278 26.8   2,078,007 23.7 
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前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）  
構成比
（％）

金額（千円）  
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

        

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     1,070,520 11.9   － －   1,070,520 12.2 

Ⅱ 資本剰余金                     

１．資本準備金   957,810     －     957,810     

資本剰余金合計     957,810 10.6   － －   957,810 10.9 

Ⅲ  利益剰余金                     

１．利益準備金   100,000     －     100,000     

２．任意積立金   4,100,409     －     4,100,409     

３．中間（当期）未処
分利益 

  351,829     －     423,033     

利益剰余金合計     4,552,238 50.6   － －   4,623,442 52.6 

Ⅳ  その他有価証券評価
差額金 

    22,341 0.2   － －   54,626 0.6 

Ⅴ 自己株式 ※６         － －   △875 △0.0 

資本合計     6,602,910 73.3   － －   6,705,523 76.3 

負債資本合計     9,002,807 100.0   － －   8,783,530 100.0 

        

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   1,070,520 11.7   － － 

２．資本剰余金                     

（1）資本準備金   －     957,810     －     

資本剰余金合計     － －   957,810 10.5   － － 

３．利益剰余金                     

（1）利益準備金   －     100,000     －     

（2）任意積立金   －     4,068,500     －     

（3）繰越利益剰余金   －     454,592     －     

利益剰余金合計     － －   4,623,093 50.6   － － 

４．自己株式 ※６   － －   △875 △0.0   － － 

株主資本合計     － －   6,650,547 72.8   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   40,095 0.4   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － －   40,095 0.4   － － 

純資産合計     － －   6,690,642 73.2   － － 

負債純資産合計     － －   9,139,921 100.0   － － 
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(2）中間損益計算書 

    
前中間会計期間末  

（自 平成17年４月１日  
至 平成17年９月30日）  

当中間会計期間末  
（自 平成18年４月１日  
至 平成18年９月30日）  

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円）  
百分比
（％）

金額（千円）  
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,567,733 100.0 4,061,196 100.0   7,385,472 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,748,228 77.0 3,160,230 77.8   5,774,629 78.2

売上総利益     819,505 23.0 900,965 22.2   1,610,843 21.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    666,541 18.7 662,230 16.3   1,296,277 17.5

営業利益     152,964 4.3 238,735 5.9   314,565 4.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   9,243 0.2 11,430 0.3   43,242 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   18,155 0.5 20,669 0.5   34,041 0.5

経常利益     144,052 4.0 229,496 5.7   323,767 4.4

Ⅵ 特別利益     11 0.0 11,566 0.3   11 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   54 0.0 19,720 0.5   51,755 0.7

税引前中間（当
期）純利益 

    144,009 4.0 221,342 5.5   272,023 3.7

法人税、住民税及
び事業税 

  53,408 110,617 121,193 

法人税等調整額   6,308 59,716 1.7 △18,900 91,716 2.3 △4,666 116,526 1.6

中間（当期）純利
益 

    84,292 2.3 129,625 3.2   155,496 2.1
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(3) 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主資本
合計 資本 

準備金 
資本剰余
金合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
収用等圧
縮積立金

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 

残高 

（千円） 

1,070,520 957,810 957,810 100,000 64,222 36,186 4,000,000 423,033 4,623,442 △875 6,650,896 

中間会計期間中の

変動額 
           

特別償却準備金

の繰入れ 

（注）２. 

        13,935     △13,935 －     

特別償却準備金

の取崩し 

（注）１. 

        △36,917     36,917 －     

収用等圧縮積立

金の取崩し

（注）１. 

          △8,927   8,927 －     

剰余金の配当

（注）２. 
              △112,375 △112,375   △112,375 

役員賞与 

（注）２. 
              △17,600 △17,600   △17,600 

中間純利益               129,625 129,625   129,625 

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額） 

                      

中間会計期間中の

変動額合計 

（千円） 

－ － － － △22,981 △8,927 － 31,559 △349 － △349 

平成18年９月30日 

残高 

（千円） 

1,070,520 957,810 957,810 100,000 41,241 27,259 4,000,000 454,592 4,623,093 △875 6,650,547 
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 （注）１. 平成18年６月の定時株主総会における利益処分による任意積立金取崩項目は次のとおりであります。  

        任意積立金取崩額 

    ２. 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。  

        利益処分額 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
54,626 54,626 6,705,523 

中間会計期間中の変動額    

特別償却準備金の繰入れ（注）２.     － 

特別償却準備金の取崩し（注）１.     － 

収用等圧縮積立金の取崩し 

（注）１. 
    － 

剰余金の配当（注）２.     △112,375 

役員賞与（注）２.     △17,600 

中間純利益     129,625 

株主資本以外の項目の中間会計期間中

の変動額（純額） 
△14,531 △14,531 △14,531 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△14,531 △14,531 △14,880 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
40,095 40,095 6,690,642 

 １．収用等圧縮積立金取崩額 6,434 千円 

 ２．特別償却準備金取崩額  23,981 千円 

      合  計  30,415 千円 

 １．配当金 112,375 千円 

 ２．役員賞与  17,600 千円 

 ３．任意積立金   

  （１）特別償却準備金 10,095 千円 

      合  計 140,070 千円 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間  

（自 平成17年４月１日  
至 平成17年９月30日）  

当中間会計期間  
（自 平成18年４月１日  
至 平成18年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び

評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

総平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

イ 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定） 

② その他有価証券 

イ 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は総平均

法により算定）  

② その他有価証券 

イ 時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法

により算定） 

  ロ 時価のないもの 

総平均法による原価法 

ロ 時価のないもの 

同左 

ロ 時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

① 製品 

 総平均法による低価法 

(2）たな卸資産 

① 製品 

同左 

(2）たな卸資産 

① 製品 

同左 

  ② 原材料 

 先入先出法による低価法 

② 原材料 

同左 

② 原材料 

同左 

２．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（付属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      34年～50年 

機械及び装置    10年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支出に備えるた

め、支給見込額に基づき計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間  

（自 平成17年４月１日  
至 平成17年９月30日）  

当中間会計期間  
（自 平成18年４月１日  
至 平成18年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3）      － 

  

(3）役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えるため、

当事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上して

おります。 

 （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）

を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、それ

ぞれ8,800千円減少しておりま

す。   

(3）      － 

  

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告第

13号）に定める簡便法（年金財政

計算上の責任準備金をもって退職

給付債務とする方法）により、当

中間会計期間末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告第

13号）に定める簡便法（年金財政

計算上の責任準備金をもって退職

給付債務とする方法）により、当

事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、当社内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

 同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、当社内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）           ―――――――   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

   当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。  

         ―――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

―――――――  

   当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は6,690,642千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。  
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 

建物 243,497千円

土地 31,893 

計  275,390 

建物 236,945千円

土地 31,052 

計  267,997 

建物 240,151千円

土地 31,893 

計  272,044 

担保付債務  担保付債務  担保付債務  

短期借入金 300,000千円

１年以内に返済予

定の長期借入金 
197,550 

長期借入金 213,700 

 計 711,250 

短期借入金 300,000千円

１年以内に返済予

定の長期借入金 
360,204 

長期借入金 171,327 

 計 831,531 

短期借入金 300,000千円

１年以内に返済予

定の長期借入金 
307,387 

長期借入金 263,829 

 計 871,216 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  6,200,270千円   6,508,214千円   6,249,093千円

 ※３ 

      ―――――― 

 ※３ 中間会計期間末日満期手形 

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、当中間会

計期間の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。当中間会計期間末日の満期

手形の金額は、次のとおりであ

ります。  

受取手形  26,645千円

 ※３ 

       ―――――― 

 ４ 偶発債務 

 次のとおり関係会社の金融機

関からの借入金に対し、債務保

証を行っております。  

青森リバーテクノ

株式会社 

73,692千円

 ４ 偶発債務 

 次のとおり関係会社の金融機

関からの借入金に対し、債務保

証を行っております。  

青森リバーテクノ

株式会社 

117,016千円

 ４ 偶発債務 

 次のとおり関係会社の金融機

関からの借入金に対し、債務保

証を行っております。  

青森リバーテクノ

株式会社 

145,074 千円

 ５ 輸出手形（信用状なし）割引 

  高 

  290,056千円

 ５ 輸出手形（信用状なし）割引 

  高 

  466,212千円

 ５ 輸出手形（信用状なし）割引 

  高 

  317,583 千円

※６ 

────── 

※６ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数

は、普通株式968株であります。 

※６ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数

は、普通株式968株であります。 
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（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日）  

 当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要な項目

及び金額は次のとおりでありま

す。 

受取利息 95千円

受取配当金 519 

為替差益 4,547 

※１ 営業外収益のうち主要な項目

及び金額は次のとおりでありま

す。 

受取利息   212千円

受取配当金 542 

為替差益 8,014 

※１ 営業外収益のうち主要な項目

及び金額は次のとおりでありま

す。 

受取利息    121千円

受取配当金 24,451 

為替差益 11,859 

※２ 営業外費用のうち主要な項目

及び金額は次のとおりでありま

す。 

支払利息 13,558千円

社債利息 129 

新株発行費償却 2,620 

※２ 営業外費用のうち主要な項目

及び金額は次のとおりでありま

す。 

支払利息 17,558千円

社債利息 90 

新株発行費償却 2,620 

※２ 営業外費用のうち主要な項目

及び金額は次のとおりでありま

す。 

支払利息 26,711千円

社債利息 239 

新株発行費償却 5,241 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 335,808千円

無形固定資産 966 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 399,041千円

無形固定資産 2,238 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 752,545千円

無形固定資産 2,300 

※４ 特別損失のうち主要な項目及

び金額は次のとおりでありま

す。 

※４ 特別損失のうち主要な項目及

び金額は次のとおりでありま

す。 

※４ 特別損失のうち主要な項目及

び金額は次のとおりでありま

す。 

工具、器具及び備品

除去損 

 

54千円

   計 54 

建物除却損  55千円

機械及び装置除去損 18,375 

工具、器具及び備品

除去損 

1,288 

   計 19,720 

機械及び装置除去損 50,051千円

工具、器具及び備品

除去損 

1,703 

   計 51,755 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 968 － － 968 

合計 968 － － 968 
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① リース取引 

前中間会計期間 
 （自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日）  

当中間会計期間 
 （自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）  

前事業年度 
 （自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日）  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

その他（工具、
器具及び備品） 

48,839 27,977 20,862 

ソフトウェア 6,178 1,029 5,148 

合計 55,017 29,006 26,011 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

その他（工具、
器具及び備品）

28,031 13,188 14,842 

ソフトウェア 6,178 3,089 3,089 

合計 34,209 16,277 17,931 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

その他（工具、
器具及び備品） 

34,409 16,782 17,626 

 ソフトウェア 6,178 2,059 4,118 

合計 40,587 18,842 21,745 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

同左 （注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 8,072千円

１年超 17,938 

合計 26,011 

１年内 6,927千円

１年超 11,004 

合計 17,931 

１年内 7,358千円

１年超 14,387 

合計 21,745 

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

支払リース料 5,201千円

減価償却費相当額 5,201 

支払リース料 3,813千円

減価償却費相当額 3,813 

支払リース料 7,706千円

減価償却費相当額 7,706 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

    (4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失 

 はありません。 
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② 有価証券 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

 (3）その他 

   当該事項はありません。 

前中間会計期間  
 （自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日）  

当中間会計期間  
 （自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日）  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １株当たり純資産額 

881.25 円 

 １株当たり純資産額 

  893.08 円 

１株当たり純資産額 

892.71 円 

 １株当たり中間純利益金額 

11.25円 

 １株当たり中間純利益金額 

    17.30 円 

１株当たり当期純利益金額 

18.41円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 84,292 129,625 155,496 

普通株主に帰属しない金額（千円） － －  17,600 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－）   (17,600) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
84,292 129,625 137,896 

期中平均株式数（株） 7,492,652 7,491,684 7,492,237 
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